新教育委員会制度の運用実態に係る教育長の評価/2018年三重県市町教育委員会教育長のアンケート調査報告/ by 坪井 守 & 伊東 直人
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1 こども教育学部こども教育学科  
2 津市立白塚小学校  
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している」と回答している（平成 30 年 1 月現在）。 
表 1-1「総合教育会議」の設置 







合計  10（100％）  12（100％） 
次に、「総合教育会議」の設置時期について、市では、新教育委員会制度に法改正され
た「平成 27 年４月」と回答したのが５割、「平成 27 年５～８月」と回答したのが５割で
ある。また、町では、「平成 27 年４月」と回答したのが６割弱、「平成 27 年５～８月」
と回答したのが 2.5 割である。あとの２町は、27 年度中に設置している。 
表 1-2「総合教育会議」の設置時期 
Ｑ1-2 市 町 
１．平成 27 年 4 月 
２．平成 27 年 5～8 月 
























「２～３回」を合わせた回答が 10 割を占めており、殆どの町が、年 1～３回程度開催して
いることが窺える。 
表３「総合教育会議」の開催頻度（回／年） 


























市 👤 一人一人が輝くこと、一人一人が心豊かで健やかに成長し、自立し、共に生きることを目  
指して  
👤・確かな学力をもち、意欲的に未来を切り拓く子どもを育てます。  
 ・スポーツや文化に親しみ、仲間と社会を生き抜く子どもを育てます。  
 ・ふるさと〇〇（市名）を愛し、自らの夢を抱く子どもを育てます。  
 ・思いやりを大切にし、新たな〇〇（市名）をつくる子どもを育てます。  
👤・教員が子ども達と向き合う時間の確保  
 ・組織的・機動的な学校経営  
 ・まち全体で子ども達を支援する教育環境の整備  
👤 社会人になっても通用する問題解決能力の育成、都市の特長を生かした〇〇市（市名）な  
らではの教育の推進など、５つの理念を掲げている。  
👤 教育の理念及び基本方針を策定  
👤 目指す子どもの姿、基本理念、基本目標、施策の基本方針  
👤 大綱の概要（位置付け、期間）、目指す教育（基本理念、基本方針）、大綱の推進  








画期間は、2016 年度から 2020 年度までの５年間。  
👤 策定の趣旨、計画期間、下記の内容項目  
学校教育…… (1)教育内容の充実、(2)教育環境の整備と教員の資質の向上、(3)家庭や地域と  
（幼稚園教育）   の連携と安全確保  
学校教育…… (1)学力向上の推進、(2)教職員の資質能力の向上、(3)豊かな心の育成、(4)健や  
（義務教育）    かな体の育成、(5)特別支援教育の充実、(6)小・中連携教育の推進、(7)安全  
で安心な学校環境づくり、 (8)保護者や地域との連携  
青少年健全育成…… (1)子どもの見守りと問題行動への対応、 (2)子どもの読書活動の推進、 
(3)体験活動等の青少年活動の充実  








👤 これまでの〇〇町（町名）教育方針をもって大綱とする。  






👤 時代の人づくりにつながる教育のまち  
👤 ①学校教育、②家庭教育、③社会教育  




伝統文化を継承していく郷土愛に満ちた人材の育成   
👤 基本理念、基本方針、基本施策  
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 １（ 8.3％） 
 ０ 
 ０ 











































合計  10（100％）  12（100％） 
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 １（ 8.3％） 
 １（ 8.3％） 
 ０ 



















 １（ 8.3％） 
 ０ 
 １（ 8.3％） 



















 １（ 8.3％） 
 ２（16.7％） 

















 １（ 8.3％） 
 ５（41.7％） 
 ３（25.0％） 
 １（ 8.3％） 
 ２（16.7％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
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Ｑ６ 市 町 
１．ほぼ毎日 
２．週に 2～3 回 
３．週に 1 回位 
４．月に 1～2 回位 
５．半年に数回以下 

























































































 １（ 8.3％） 
 ５（41.7％） 
 ０ 





















 １（ 8.3％） 
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 １（ 8.3％） 
 ５（41.7％） 
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表 11-5「首長との総合会議に積極的に臨む。」 















 １（ 8.3％） 








































 １（ 8.3％） 




























合計  10（100％）  12（100％） 
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合計  10（100％）  12（100％） 
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 １（ 8.3％） 




る」の回答は 2.5 割である。 
表 13-2「教育委員会の政策立案能力が向上した。」 
















 １（ 8.3％） 
 ０ 
 １（ 8.3％） 
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 １（ 8.3％） 
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表 13-4「自治体の町や地域づくりに積極的に関わるようになった。」 













 １（ 8.3％） 
 １（ 8.3％） 
 ８（66.7％） 
 １（ 8.3％） 
 ０ 
 １（ 8.3％） 
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 １（ 8.3％） 






















 １（ 8.3％） 
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 １（ 8.3％） 



















 １（ 8.3％） 




 １（ 8.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
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表 15-(1)-1 研修回数（回／年） 















 １（ 8.3％） 







表 15-(1)-2 期間（日間程度／１回平均） 
















  合計  ７（100％） 10（100％） 






ちらともいえない」が 2.5 割であり、教育長の考えに散らばりが見られる。 
表 15-(2) 現在の教育委員の研修に対する教育長の考え 






















合計  10（100％）  12（100％） 
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16）教育委員の定数増等について 





表 16 教育委員の定数増についての考え 





















































 １（ 8.3％） 
合計  10（100％）  12（100％） 
18） 自由記述欄（教育委員の職務内容の見直しについての教育長の考え） 
Ｑ18 


























市 👤・総合教育会議については、様々な教育課題を協議する中で、それに関する意見や考え方、背  
  景に至るまで協議が及び、市長をはじめ、参加者全員に課題の本質を理解していただけるた  
め、非常に意義深いと感じている。  
 ・新教育委員会制度においては、首長との連携・協力が進み、事前協議により多様な意見を聴  
取できるため施策等の精度が高まる一方で、時間的余裕の確保が必要となる。 







年 4 月に設置しており、それ以外の市町では、平成 27 年度中に設置している。また、
大綱の策定時期は、多くの市町で平成 27 年度中に策定しており、それ以外の市町では、
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Evaluations of Actual Situations on the New 
Education Board System in Mie Prefecture 
－Report on a Survey of Superintendents in 2018－ 
 
 Mamoru TSUBOI, Naoto ITO 
 
Abstract 
In this thesis, we investigated the awareness and evaluation of new superintendents 
of boards of education, regarding the actual situations of effective use after the new 
education board system started. Our purpose in this survey is to report an overall 
picture of the survey and a general outline of the results. We will list our chief results 
we got from the survey. First, we mention the responses from the heads of local 
governments and the superintendents of boards of education in the question about the 
connections between them below. Many heads of local governments consider that they 
entirely entrust the superintendents of their board of education with the educational 
measures, and many superintendens consider that they come to understand each other. 
A lot of the superintendents feel that the influence of the prefecture or the nation did 
not change after the new education board system started. However the influence of 
their own head of the local government increased a little.「Hand in hand with starting 
the new system, few superintendents see that they could enforce educational measures 
with making the best use of the characteristic of their local governments, on the other 
hand, most of them see that they have no changes.」Most of the superintendents hope 
to keep up the new system. Second, the superintendents are thinking about a 
strengthening measure of boards of education to prohibit the superintendents of a 
board of education from belonging to the board like below. The superintendents of 
urban areas think that they should keep up present trainings of the members of a board 
of education, but the superintendents of rural areas do not think so. As for increasing 
the number of the staff of the members of a board of education, half the number of the 
superintendents believe that they don’t need to do so, but other  superintendents have 
several opinions about increasing the number of members of a board of education. Few 
superintendents agree with reviewing the duties of the members of a board of education. 
 
Keyword 
New education board system, General meeting in education, Connection， 
Head of a local government, New Superintendent in full-time 
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